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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第13期

第３四半期連結
累計期間

第14期
第３四半期連結
累計期間

第13期 　

会計期間

自平成23年
２月１日
至平成23年
10月31日

自平成24年
２月１日
至平成24年
10月31日

自平成23年
２月１日
至平成24年
１月31日

　

売上高（百万円） 197,246 160,245 247,177 　

経常損益（百万円） 1,232 7,639 △5,695 　

四半期（当期）純損益（百万円） △2,110 160 △84,369 　

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
△6,691 2,303 △88,126 　

純資産額（百万円） 208,208 174,076 126,773 　

総資産額（百万円） 523,568 462,109 436,420 　

１株当たり四半期（当期）純損益

金額（円）
△8.19 △2.23 △327.33 　

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － 　

自己資本比率（％） 36.5 33.6 25.1 　

　

回次
第13期

第３四半期連結
会計期間

第14期
第３四半期連結
会計期間

　

会計期間

自平成23年
８月１日
至平成23年
10月31日

自平成24年
８月１日
至平成24年
10月31日

　

１株当たり四半期純損益金額

（円）
△2.90 △20.21 　

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．損益金額の△は損失を示しております。

３．売上高には、消費税等は含んでおりません。

４．第14期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。また、第13期及び第13期第３四半期連

結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）

純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第13期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。　

　

　

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、平成24年10月１日付で、新日本製鐵株式会社を吸収合併存続会社、住友金属工業株式会社を吸収合併消滅会社

とする吸収合併が行われたことにより、住友金属工業株式会社が所有する当社の全株式が合併後の統合会社である新

日鐵住金株式会社に承継されたため、主要な関係会社の異動が発生しました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

　 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間における半導体用シリコンウェーハ市場は、上半期はスマートフォンやタブレットな

どの堅調な需要に下支えされ、300mmウェーハを中心に予想を上回る成長となりましたが、第３四半期になり在庫調

整局面に入っております。

当社グループは、本年２月２日に発表しました「事業再生計画」に基づき、ソーラー事業からの撤退、希望退職等

の要員施策を実施しておりますが、前述のような事業環境変化のもと、更なる間接費の削減、コスト合理化を実施

し、収益の確保を図ってまいりました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高 160,245百万円、営業利益は

9,629百万円、経常利益は 7,639百万円となりました。また、特別損失として希望退職に係る事業構造改善費用

7,263百万円を計上した結果、四半期純利益は 160百万円となりました。

なお、当社グループの事業は単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 　

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、本年２月に策定いたしました「事業再生計画」に関しましては、計画に織り込みました各施策を着実に進め

ております。

　

(3）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、3,534百万円であり、連結売上高の2.2％であります。な

お、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 803,999,100

Ａ種種類株式 450

Ｂ種種類株式 450

計 804,000,000

（注）　平成24年４月26日開催の第13期定時株主総会において、同日を効力発生日とする定款の一部を変更することが承

認可決されました。発行可能株式総数に係る定款変更の内容は、新たにＡ種種類株式及びＢ種種類株式の発行可能

株式総数を定めること並びに普通株式の発行可能株式総数を変更するものであります。

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年10月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年12月14日）

上場金融商品取引所名 内容

普通株式 257,751,739 257,751,739
株式会社東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

Ａ種種類株式

（当該種類株式は

行使価額修正条項

付新株予約権付社

債券等でありま

す。）　

450 450 非上場
単元株式数

1株（注）

計 257,752,189 257,752,189 － －

（注）１．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質は以下のとおりであります。

① 普通株式の株価の下落により取得価額が下方に修正された場合、取得請求権の行使により交付される普通株

式数が増加します。

② 取得価額の修正基準及び修正頻度

当初の取得価額は、取得請求権行使可能開始日に先立つ20連続取引日の東京証券取引所が発表する当社普通

株式の普通取引のＶＷＡＰの平均値（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入します。）

に相当する額となります。

取得価額は、取得請求権行使可能開始日以降、株式対価取得請求日における時価に相当する額に修正されま

す。但し、修正後取得価額が700円（以下「下限取得価額」という。）を下回る場合には、修正後取得価額は下

限取得価額とします。

③ 取得価額の下限及び取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

（ア）取得価額の下限

700円

（イ）取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

64,285,713株

④ 当社の決定によるＡ種種類株式の全部又は一部の取得を可能とする旨の条項の有無

Ａ種種類株式には、強制償還日の遅くとも60取引日前に公告することにより、平成28年５月11日以降いつでも、

強制償還日の到来をもって、法令の定める範囲内において、Ａ種種類株式１株につき、Ａ種種類株式１株当たり

の払込金額相当額、Ａ種累積未払配当金相当額及び経過Ａ種配当金相当額（Ａ種期末配当金の額に、強制償還

日において、強制償還日の属する事業年度の初日（同日を含みます。）から強制償還日（同日を含みます。）ま

での日数を乗じた金額を365で除して得られる額をいいます。）の合計額に相当する額の金銭を対価として、Ａ

種種類株式の全部又は一部を取得することができる取得条項が付されております。

上記①乃至④の詳細は、下記注３．④乃至⑥をご参照下さい。
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２．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に関する事項は以下のとおりであります。

① 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第９項に規定するデリバティブ取引その他の取引の内容

該当事項はありません。

② 当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に表示された権利の行使に関する事項についての所有者と当

社との間の取決めの内容

各所有者は、Ａ種種類株式に係る株式対価取得請求権若しくは株式等対価取得請求権又はＢ種種類株式に係る

株式対価取得請求権を行使しようとする場合、当該取得請求日の一定期間前までに、当社及び他の所有者に対

して書面で通知する必要がある。

③ 当社の株券の売買に関する事項についての所有者と当社との間の取決めの内容

該当事項はありません。

④ 当社の株券の賃借に関する事項についての所有者と当社の特別利害関係者等との間の取決めの内容

該当事項はありません。

⑤ その他投資者の保護を図るため必要な事項

該当事項はありません。

　

３．Ａ種種類株式の内容は次のとおりであります。

① 剰余金の配当

（ⅰ）Ａ種期末配当金

当社は、剰余金の期末配当をするときは、当該剰余金の配当に係る基準日の最終の株主名簿に記載又は

記録されたＡ種種類株式を有する株主（以下「Ａ種種類株主」という。）又はＡ種種類株式の登録株式

質権者（Ａ種種類株主と併せて以下「Ａ種種類株主等」という。）に対し、普通株式を有する株主（以

下、本項において「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（普通株主と併せて以下、本項

において「普通株主等」という。）及びＢ種種類株式を有する株主又はＢ種種類株式の登録株式質権者

（両者を併せて以下、本項において「Ｂ種種類株主等」という。）に先立ち、Ａ種種類株式１株につき、

Ａ種種類株式１株当たりの払込金額相当額（但し、Ａ種種類株式につき、株式の分割、株式無償割当て、

株式の併合又はこれらに類する事由があった場合には、適切に調整される。）に、下記(ⅱ)に定める配当

年率（以下「優先配当年率」という。）を乗じて算出した額の金銭（以下「Ａ種期末配当金」とい

う。）の配当をする。なお、Ａ種期末配当金に、各Ａ種種類株主等の保有に係るＡ種種類株式の数を乗じ

た金額に１円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。

（ⅱ）優先配当年率

優先配当年率は、2.50％とする。

（ⅲ）非参加条項

Ａ種種類株主等に対しては、Ａ種期末配当金の額を超えて剰余金の配当は行わない。

（ⅳ）累積条項

ある事業年度においてＡ種種類株主等に対してする剰余金の配当の額がＡ種期末配当金の額に達しな

いときは、その不足額は翌事業年度以降に累積する。累積した不足額（１株当たりの累積未払金を、以下

「Ａ種累積未払配当金相当額」という。）については、当該翌事業年度以降、Ａ種期末配当金並びに普通

株主等及びＢ種種類株主等に対する剰余金の配当に先立ち、Ａ種種類株主等に対して支払う。

② 残余財産の分配

（ⅰ）残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、Ａ種種類株主等に対し、普通株主等及びＢ種種類株主等に先立ち、

Ａ種種類株式１株につき、Ａ種種類株式１株当たりの払込金額相当額（但し、Ａ種種類株式につき、株式

の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれらに類する事由があった場合には、当社が適当と判断する

値に調整される。）に、Ａ種累積未払配当金相当額及び下記(ⅲ)に定める経過Ａ種配当金相当額を加え

た額の金銭（以下「Ａ種残余財産分配額」という。）を支払う。なお、Ａ種残余財産分配額に、各Ａ種種

類株主の保有に係るＡ種種類株式の数を乗じた金額に１円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り

捨てる。

（ⅱ）非参加条項

Ａ種種類株主等に対しては、上記(ⅰ)のほか、残余財産の分配は行わない。

（ⅲ）経過Ａ種配当金相当額

Ａ種種類株式１株当たりの経過Ａ種配当金相当額は、Ａ種期末配当金の額に、残余財産の分配が行われ

る日（以下「分配日」という。）において、分配日の属する事業年度の初日（同日を含む。）から分配日

（同日を含む。）までの日数を乗じた金額を365で除して得られる額をいう。
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③ 議決権

Ａ種種類株主は、株主総会において議決権を有しない。

④ 普通株式を対価とする取得請求権

（ⅰ）株式対価取得請求権

Ａ種種類株主は、平成27年５月11日（以下「取得請求権行使可能開始日」という。）以降いつでも、法令

に従い、当社に対して、下記(ⅱ)に定める数の普通株式（以下「請求対象普通株式」という。）の交付と

引換えに、その有するＡ種種類株式の全部又は一部を取得することを請求することができるものとし

（以下、本項において「株式対価取得請求」という。）、当社は、当該株式対価取得請求に係るＡ種種類

株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内において、請求対象普通株式を当該Ａ種種類株主

に対して交付するものとする。

（ⅱ）Ａ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数

Ａ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、株式対価取得請求に係るＡ種種類株式の数に

払込金額相当額（但し、Ａ種種類株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれらに類

する事由があった場合には、当社が適当と判断する値に調整される。）に、Ａ種累積未払配当金相当額及

び経過Ａ種配当金相当額を加えた額を乗じて得られる額を、下記(ⅲ)乃至(ⅴ)で定める取得価額で除し

て得られる数とする。なお、本(ⅱ)においては、上記②(ⅲ)に定める経過Ａ種配当金相当額の計算におけ

る「残余財産の分配が行われる日」及び「分配日」をそれぞれ「当該株式対価取得請求が効力を生じ

た日」（以下「株式対価取得請求日」という。）と読み替えて、経過Ａ種配当金相当額を計算する。ま

た、株式対価取得請求に係るＡ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の合計数に１株に満たな

い端数があるときは、これを切り捨てるものとし、この場合においては、会社法第167条第３項に定める

金銭の交付は行わない。

（ⅲ）当初取得価額

取得価額は、当初、取得請求権行使可能開始日に先立つ20連続取引日（以下、本(ⅲ)において「当初取得

価額算定期間」という。）の株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」という。）が発表する

当社の普通株式の普通取引のＶＷＡＰの平均値（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四

捨五入する。）（以下、本④において「当初取得価額」という。）とする。但し、当初取得価額が下記(ⅳ)

に定める下限取得価額を下回る場合は、当初取得価額は下限取得価額とする。なお、当初取得価額算定期

間中に下記(ⅴ)に規定する事由が生じた場合は、上記のＶＷＡＰの平均値は下記(ⅴ)に準じて当社が適

当と判断する値に調整される。

「取引日」とは、東京証券取引所において当社普通株式の普通取引が行われる日をいい、ＶＷＡＰのな

い日は含まれない（以下同じ。）。

（ⅳ）取得価額の修正

取得価額は、取得請求権行使可能開始日以降、株式対価取得請求日における時価（以下に定義される。）

に相当する額に修正される（以下、本（ⅳ）において、かかる修正後の取得価額を「修正後取得価額」

という。）。但し、修正後取得価額が700円（以下、本項において「下限取得価額」という。）を下回る場

合には、修正後取得価額は下限取得価額とする。

「株式対価取得請求日における時価」は、各株式対価取得請求日に先立つ20連続取引日（以下、本(ⅳ)

において「取得価額算定期間」という。）の東京証券取引所が発表する当社の普通株式の普通取引のＶ

ＷＡＰの平均値（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。なお、取

得価額算定期間中に下記(ⅴ)に規定する事由が生じた場合、上記のＶＷＡＰの平均値は下記(ⅴ)に準じ

て当社が適当と判断する値に調整される。

（ⅴ）取得価額の調整

（ア）以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額（下限取得価額を含む。以下

同じ。）を調整する。

Ａ．普通株式につき株式の分割又は株式無償割当てをする場合、次の算式により取得価額を調整する。

なお、株式無償割当ての場合には、次の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割当て

前発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後発行済普通

株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除

く。）」とそれぞれ読み替える。

調整後取得価額＝調整前取得価額×

　

分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

調整後取得価額は、株式の分割に係る基準日又は株式無償割当ての効力が生ずる日（株式無償割当

てに係る基準日を定めた場合は当該基準日）の翌日以降これを適用する。
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Ｂ．普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式により、取

得価額を調整する。

調整後取得価額＝調整前取得価額×

　

併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

Ｃ．下記(エ)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は当社

が保有する普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得され

る株式若しくは新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本(ⅴ)において同

じ。）の取得による場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合又は合併、株式交換若

しくは会社分割により普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式（以下「取得価額調整式」と

いう。）により取得価額を調整する。調整後取得価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には当該

払込期間の最終日）の翌日以降、また株主への割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日（以

下「株主割当日」という。）の翌日以降これを適用する。なお、当社が保有する普通株式を処分する

場合には、次の算式における「新たに発行する普通株式の数」は「処分する当社が保有する普通株

式の数」、「当社が保有する普通株式の数」は「処分前において当社が保有する普通株式の数」と

それぞれ読み替える。

　

調整後取得価額＝調整前取得価額× 

（発行済普通株式数

－当社が保有する　

普通株式の数）

　

＋

新たに発行する

普通株式の数
×
１株当たり

払込金額

普通株式１株当たりの時価

（発行済普通株式数－当社が保有する普通株式の数）

＋新たに発行する普通株式の数　

Ｄ．当社に取得をさせることにより又は当社に取得されることにより、下記(エ)に定める普通株式１株

当たりの時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることがで

きる株式を発行又は処分する場合（株式無償割当ての場合を含む。）、かかる株式の払込期日（払

込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下本Ｄ．において同じ。）に、株式無償割当ての

場合にはその効力が生ずる日（株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下本

Ｄ．において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行又は処分される株式の全てが

当初の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当たり

払込金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後取得価額とする。調整後取得価額

は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当

日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。

Ｅ．行使することにより又は当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払込価

額と新株予約権の行使に際して出資される財産の合計額が下記(エ)に定める普通株式１株当たり

の時価を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合

（新株予約権無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割当ての

場合にはその効力が生ずる日（新株予約権無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以

下本Ｅ．において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行される新株予約権全てが

当初の条件で行使され又は取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式におい

て「１株当たり払込金額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と新株予約権の行

使に際して出資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計算される額を、調整

後取得価額とする。調整後取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、新株予約権無償割当

ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、これ

を適用する。但し、本Ｅ．による取得価額の調整は、当社又は当社の子会社の取締役、監査役又は従

業員に対してストック・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新株予約権には適用

されないものとする。

（イ）上記(ア)に掲げた事由によるほか、下記Ａ．乃至Ｃ．のいずれかに該当する場合には、当社はＡ種種

類株主等に対して、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整後取得価額、適用の日及びその

他必要な事項を通知したうえ、取得価額の調整を適切に行うものとする。

Ａ．合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分割、吸収

分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部の承継又は新設分割

のために取得価額の調整を必要とするとき。

Ｂ．取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の算

出に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

Ｃ．その他、発行済普通株式数（但し、当社が保有する普通株式の数を除く。）の変更又は変更の可能性

を生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。
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（ウ）取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四

捨五入する。

（エ）取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後取得価額を適用する日に先立つ20連

続取引日の東京証券取引所が発表する当社の普通株式の普通取引のＶＷＡＰの平均値とする。

（オ）取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にと

どまるときは、取得価額の調整はこれを行わない。

（ⅵ）取得請求権の行使の条件

株式対価取得請求日前の６ヶ月間に上記(ⅳ)に基づき取得価額が修正された場合には、当該取得請求は

できないものとする。

（ⅶ）取得請求受付場所

株主名簿管理人事務取扱場所　東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（ⅷ）取得請求をしようとするＡ種種類株主は、当社の定める取得請求書に、当該取得請求に係るＡ種種類株

式の数その他必要事項を記載したうえ、上記(ⅶ)に記載する取得請求受付場所に提出しなければならな

い。 

（ⅸ）取得の効力は、取得請求書が上記(ⅶ)に記載する取得請求受付場所に到着したときに発生し、当社は、Ａ

種種類株式を取得し、当該取得請求をしたＡ種種類株主は、当社がその取得と引換えに交付すべき普通

株式の株主となる。

（ⅹ）当社は、取得の効力発生後、当該取得請求をしたＡ種種類株主に対して、当該Ａ種種類株主が指定する株

式会社証券保管振替機構又は口座管理機関における振替口座簿の保有欄に振替株式の増加の記録を行

うことにより普通株式を交付する。

⑤ 金銭及びＢ種種類株式を対価とする取得請求権

（ⅰ）株式等対価取得請求権

Ａ種種類株主は、取得請求権行使可能開始日以降いつでも、法令に従い、当社に対して、金銭及びＢ種種

類株式を対価として、その有するＡ種種類株式の全部又は一部を取得することを請求することができる

ものとし（以下「株式等対価取得請求」という。）、当社は、当該株式等対価取得請求に係るＡ種種類株

式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内において、当該株式等対価取得請求に係るＡ種種類

株式の数に払込金額相当額（但し、Ａ種種類株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又は

これらに類する事由があった場合には、当社が適当と判断する値に調整される。）にＡ種累積未払配当

金相当額及び経過Ａ種配当金相当額を加えた額を乗じて得られる額並びに下記(ⅱ)に定める数のＢ種

種類株式（以下「請求対象Ｂ種種類株式」という。）を、当該Ａ種種類株主に対して交付するものとす

る。なお、本(ⅰ)においては、上記②(ⅲ)に定める経過Ａ種配当金相当額の計算における「残余財産の分

配が行われる日」及び「分配日」をそれぞれ「当該株式等対価取得請求が効力を生じた日」（以下

「株式等対価取得請求日」という。）と読み替えて、経過Ａ種配当金相当額を計算する。但し、当該株式

等対価取得請求がなされたＡ種種類株式の取得と引換えに交付することとなる金銭が、株式等対価取得

請求日における分配可能額（会社法第461条第２項に定めるものをいう。以下同じ。）を超えるおそれが

ある場合には、株式等対価取得請求がなされたＡ種種類株式の数に応じた比例按分その他当社の取締役

会が決定する方法により、Ａ種種類株式を取得するものとし、かかる方法に従い取得されなかったＡ種

種類株式については、取得請求がなされなかったものとみなす。

（ⅱ）Ａ種種類株式の取得と引換えに交付するＢ種種類株式の数

Ａ種種類株式の取得と引換えに交付するＢ種種類株式の数は、株式等対価取得請求に係るＡ種種類株式

の数に1.0を乗じて得られる数とする。また、株式等対価取得請求に係るＡ種種類株式の取得と引換えに

交付するＢ種種類株式の合計数に１株に満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとし、この

場合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の交付は行わない。

（ⅲ）取得請求受付場所及び取得請求の方法等

上記④(ⅶ)乃至(ⅸ)の規定は、本項による株式等対価取得請求の場合に準用する。
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⑥ 金銭を対価とする取得条項

当社は、法令に従い、強制償還日（以下に定義する。）の遅くとも60取引日前に公告することにより、平成28

年５月11日以降いつでも、当社の取締役会が別に定める日（以下、本項において「強制償還日」という。）の

到来をもって、法令の定める範囲内において、Ａ種種類株式の全部又は一部を取得することができるものと

し、当社は、Ａ種種類株式を取得するのと引換えに、Ａ種種類株式１株につき、Ａ種種類株式１株当たりの払

込金額相当額（但し、Ａ種種類株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれらに類する事

由があった場合には、当社が適当と判断する値に調整される。）に、Ａ種累積未払配当金相当額及び経過Ａ種

配当金相当額を加えた額の金銭を支払う。但し、一部取得を行うにあたり、取得するＡ種種類株式は、比例按

分の方法により、当社の取締役会が決定する。なお、本項においては、上記②(ⅲ)に定める経過Ａ種配当金相

当額の計算における「残余財産の分配が行われる日」及び「分配日」をそれぞれ「強制償還日」と読み替

えて、経過Ａ種配当金相当額を計算する。

⑦ 譲渡制限

Ａ種種類株式を譲渡により取得するには、当社の取締役会の承認を受けなければならない。

⑧ 法令変更等

法令の変更等に伴い本要項の規定について読み替えその他の措置が必要となる場合には、当社の取締役会は

合理的に必要な措置を講じる。

⑨ 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

⑩ 議決権を有しないこととしている理由

資本増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。

　

４．Ｂ種種類株式の内容は次のとおりであります。

① 剰余金の配当

（ⅰ）Ｂ種期末配当金

当社は、剰余金の期末配当をするときは、当該剰余金の配当に係る基準日（以下「Ｂ種期末配当基準

日」という。）の最終の株主名簿に記載又は記録されたＢ種種類株式を有する株主（以下、本項におい

て「Ｂ種種類株主」という。）又はＢ種種類株式の登録株式質権者（Ｂ種種類株主と併せて以下、本項

において「Ｂ種種類株主等」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下、本項において「普通株

主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（普通株主と併せて以下、本項において「普通株主等」

という。）と同順位で、Ｂ種種類株式１株につき、Ｂ種種類株式１株当たりの下記②(ⅰ)に定めるＢ種残

余財産分配額（但し、Ａ種種類株式又はＢ種種類株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合

又はこれらに類する事由があった場合には、適切に調整される。）に、下記(ⅱ)に定める配当年率（以下

「Ｂ種配当年率」という。）を乗じて算出した額の金銭（以下「Ｂ種期末配当金」という。）の配当を

する。なお、Ｂ種期末配当金に、各Ｂ種種類株主等の保有に係るＢ種種類株式の数を乗じた金額に１円未

満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。

（ⅱ）Ｂ種配当年率

Ｂ種配当年率は、Ｂ種期末配当基準日が属する事業年度中の日を基準日として普通株式に対して行われ

る普通株式１株当たりの剰余金の配当の総額をＢ種期末配当基準日から起算して３取引日前の日（同

日を含む。）に先立つ20連続取引日（以下、本(ⅱ)において「Ｂ種配当年率算定期間」という。）の東京

証券取引所が公表する当社の普通株式の普通取引のＶＷＡＰの平均値（円位未満小数第２位まで算出

し、その小数第２位を四捨五入する。）で除して得られた比率とする。なお、Ｂ種配当年率算定期間中に

下記④(ⅴ)に規定する事由が生じた場合は、上記のＶＷＡＰの平均値は下記④(ⅴ)に準じて当社が適当

と判断する値に調整される。

「取引日」とは、東京証券取引所において当社普通株式の普通取引が行われる日をいい、ＶＷＡＰのな

い日は含まれない（以下同じ。）。

（ⅲ）非参加条項

Ｂ種種類株主等に対しては、Ｂ種期末配当金の額を超えて剰余金の配当は行わない。

（ⅳ）非累積条項

ある事業年度においてＢ種種類株主等に対してする剰余金の配当の額がＢ種期末配当金の額に達しな

いときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。
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② 残余財産の分配

（ⅰ）残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、Ｂ種種類株主等に対し、普通株主等と同順位で、Ｂ種種類株式１株

につき、Ｂ種種類株式１株当たり20,000,000円（但し、Ａ種種類株式又はＢ種種類株式につき、株式の分

割、株式無償割当て、株式の併合又はこれらに類する事由があった場合には、当社が適当と判断する値に

調整される。）（以下「Ｂ種残余財産分配額」という。）を支払う。なお、Ｂ種残余財産分配額に、各Ｂ種

種類株主等の保有に係るＢ種種類株式の数を乗じた金額に１円未満の端数が生じるときは、当該端数は

切り捨てる。

（ⅱ）非参加条項

Ｂ種種類株主等に対しては、上記(ⅰ)のほか、残余財産の分配は行わない。

③ 議決権

Ｂ種種類株主は、株主総会において議決権を有しない。

④ 普通株式を対価とする取得請求権

（ⅰ）株式対価取得請求権

Ｂ種種類株主は、いつでも、法令に従い、当社に対して、下記(ⅱ)に定める数の普通株式（以下「請求対

象普通株式」という。）の交付と引換えに、その有するＢ種種類株式の全部又は一部を取得することを

請求することができるものとし（以下、本項において「株式対価取得請求」という。）、当社は、当該株

式対価取得請求に係るＢ種種類株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内において、請求対

象普通株式を、当該Ｂ種種類株主に対して交付するものとする。

（ⅱ）Ｂ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数

Ｂ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、株式対価取得請求に係るＢ種種類株式の数に

Ｂ種残余財産分配額（但し、Ａ種種類株式又はＢ種種類株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式

の併合又はこれらに類する事由があった場合には、当社が適当と判断する値に調整される。）を乗じて

得られる額を、下記(ⅲ)乃至(ⅴ)で定める取得価額で除して得られる数とする。また、株式対価取得請求

に係るＢ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の合計数に１株に満たない端数があるときは、

これを切り捨てるものとし、この場合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の交付は行わな

い。

（ⅲ）当初取得価額

取得価額は、当初、平成24年５月11日に先立つ12連続取引日（以下、本(ⅲ)において「当初取得価額算定

期間」という。）の東京証券取引所が発表する当社の普通株式の普通取引のＶＷＡＰの平均値（円位未

満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）（以下、本項において「当初取得価額」と

いう。）とする。但し、当初取得価額が下記(ⅳ)に定める下限取得価額を下回る場合は、当初取得価額は

下限取得価額とする。なお、当初取得価額算定期間中に下記(ⅴ)に規定する事由が生じた場合は、上記の

ＶＷＡＰの平均値は下記(ⅴ)に準じて当社が適当と判断する値に調整される。

（ⅳ）取得価額の修正

取得価額は、Ｂ種種類株式発行日以降、株式対価取得請求日における時価（以下に定義される。）に相当

する額に修正される（以下、本（ⅳ）において、かかる修正後の取得価額を「修正後取得価額」とい

う。）。但し、修正後取得価額が200円（以下、本項において「下限取得価額」という。）を下回る場合に

は、修正後取得価額は下限取得価額とする。

「株式対価取得請求日における時価」は、各株式対価取得請求日に先立つ12連続取引日（以下、本(ⅳ)

において「取得価額算定期間」という。）の東京証券取引所が発表する当社の普通株式の普通取引のＶ

ＷＡＰの平均値（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。なお、取

得価額算定期間中に下記(ⅴ)に規定する事由が生じた場合、上記のＶＷＡＰの平均値は下記(ⅴ)に準じ

て当社が適当と判断する値に調整される。

（ⅴ）取得価額の調整

（ア）以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額を調整する。但し、下限取得価

額については、平成24年５月11日以降、本(ⅴ)に規定する事由が生じた場合に調整する（以下同

じ。）。
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Ａ．普通株式につき株式の分割又は株式無償割当てをする場合、次の算式により取得価額を調整する。

なお、株式無償割当ての場合には、次の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割当て

前発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後発行済普通

株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除

く。）」とそれぞれ読み替える。

調整後取得価額＝調整前取得価額×

　

分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

調整後取得価額は、株式の分割に係る基準日又は株式無償割当ての効力が生ずる日（株式無償割当

てに係る基準日を定めた場合は当該基準日）の翌日以降これを適用する。

Ｂ．普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式により、取

得価額を調整する。

調整後取得価額＝調整前取得価額×

　

併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

Ｃ．下記(エ)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は当社

が保有する普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得され

る株式若しくは新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本(ⅴ)において同

じ。）の取得による場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合又は合併、株式交換若

しくは会社分割により普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式（以下「取得価額調整式」と

いう。）により取得価額を調整する。調整後取得価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には当該

払込期間の最終日）の翌日以降、また株主への割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日（以

下「株主割当日」という。）の翌日以降これを適用する。なお、当社が保有する普通株式を処分する

場合には、次の算式における「新たに発行する普通株式の数」は「処分する当社が保有する普通株

式の数」、「当社が保有する普通株式の数」は「処分前において当社が保有する普通株式の数」と

それぞれ読み替える。

　

調整後取得価額＝調整前取得価額× 

（発行済普通株式数

－当社が保有する　

普通株式の数）

　

＋

新たに発行する

普通株式の数
×
１株当たり

払込金額

普通株式１株当たりの時価

（発行済普通株式数－当社が保有する普通株式の数）

＋新たに発行する普通株式の数　

 Ｄ．当社に取得をさせることにより又は当社に取得されることにより、下記(エ)に定める普通株式１

株当たりの時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることが

できる株式を発行又は処分する場合（株式無償割当ての場合を含む。）、かかる株式の払込期日

（払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下本Ｄ．において同じ。）に、株式無償割当

ての場合にはその効力が生ずる日（株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下

本Ｄ．において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行又は処分される株式の全て

が当初の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当た

り払込金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後取得価額とする。調整後取得価

額は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割

当日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。

Ｅ．行使することにより又は当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払込価

額と新株予約権の行使に際して出資される財産の合計額が下記(エ)に定める普通株式１株当たり

の時価を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合

（新株予約権無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割当ての

場合にはその効力が生ずる日（新株予約権無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以

下本Ｅ．において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行される新株予約権全てが

当初の条件で行使され又は取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式におい

て「１株当たり払込金額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と新株予約権の行

使に際して出資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計算される額を、調整

後取得価額とする。調整後取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、新株予約権無償割当

ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、これ

を適用する。但し、本Ｅ．による取得価額の調整は、当社又は当社の子会社の取締役、監査役又は従

業員に対してストック・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新株予約権には適用

されないものとする。
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（イ）上記(ア)に掲げた事由によるほか、下記Ａ．乃至Ｃ．のいずれかに該当する場合には、当社はＢ種種

類株主等に対して、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整後取得価額、適用の日及びその

他必要な事項を通知したうえ、取得価額の調整を適切に行うものとする。

Ａ．合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分割、吸収

分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部の承継又は新設分割

のために取得価額の調整を必要とするとき。

Ｂ．取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の算

出に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

Ｃ．その他、発行済普通株式数（但し、当社が保有する普通株式の数を除く。）の変更又は変更の可能性

を生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。 

（ウ）取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四

捨五入する。

（エ）取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後取得価額を適用する日に先立つ12連

続取引日の東京証券取引所が発表する当社の普通株式の普通取引のＶＷＡＰの平均値とする。

（オ）取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にと

どまるときは、取得価額の調整はこれを行わない。

（ⅵ）取得請求権の行使の条件

株式対価取得請求日前の６ヶ月間に上記(ⅳ)に基づき取得価額が修正された場合には、当該取得請求は

できないものとする。

（ⅶ）取得請求受付場所

株主名簿管理人事務取扱場所　東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（ⅷ）取得請求をしようとするＢ種種類株主は、当社の定める取得請求書に、当該取得請求に係るＢ種種類株

式の数その他必要事項を記載したうえ、上記(ⅶ)に記載する取得請求受付場所に提出しなければならな

い。

（ⅸ）取得の効力は、取得請求書が上記(ⅶ)に記載する取得請求受付場所に到着したときに発生し、当社は、Ｂ

種種類株式を取得し、当該取得請求をしたＢ種種類株主は、当社がその取得と引換えに交付すべき普通

株式の株主となる。

（ⅹ）当社は、取得の効力発生後、当該取得請求をしたＢ種種類株主に対して、当該Ｂ種種類株主が指定する株

式会社証券保管振替機構又は口座管理機関における振替口座簿の保有欄に振替株式の増加の記録を行

うことにより普通株式を交付する。

⑤ 金銭を対価とする取得条項

当社は、法令に従い、強制償還日（以下に定義する。）の遅くとも60取引日前に公告することにより、平成28

年５月11日以降いつでも、当社の取締役会が別に定める日（以下、本項において「強制償還日」という。）の

到来をもって、法令の定める範囲内において、Ｂ種種類株式の全部又は一部を取得することができるものと

し、当社は、Ｂ種種類株式を取得するのと引換えに、Ｂ種種類株式１株につき、Ｂ種種類株式１株当たりのＢ

種残余財産分配額（但し、Ａ種種類株式又はＢ種種類株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合

又はこれらに類する事由があった場合には、当社が適当と判断する値に調整される。）を支払う。但し、一部

取得を行うにあたり、取得するＢ種種類株式は、当社の取締役会が決定する。

⑥ 譲渡制限

Ｂ種種類株式を譲渡により取得するには、当社の取締役会の承認を受けなければならない。

⑦ 法令変更等

法令の変更等に伴い本要項の規定について読み替えその他の措置が必要となる場合には、当社の取締役会は

合理的に必要な措置を講じる。

⑧ 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

⑨ 議決権を有しないこととしている理由

資本増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。
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（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成24年８月１日～
平成24年10月31日

－ 257,752,189 － 136,607 － 10,500

　

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年７月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。　

①【発行済株式】

　 平成24年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 Ａ種種類株式　　　450 －
（１）株式の総数等に

記載のとおり

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    　　4,900 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式　257,646,800 2,576,466 同上

単元未満株式 普通株式　　　100,039 － 同上

発行済株式総数 257,752,189 － －

総株主の議決権 － 2,576,466 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。

ただし、これらの株式に係る議決権の個数（２個）は、「議決権の数」欄に含まれていません。

２．「単元未満株式」の普通株式には、当社名義の株式が26株含まれております。
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②【自己株式等】

　 平成24年10月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（株）ＳＵＭＣＯ
東京都港区芝浦一丁目２

番１号
4,900 － 4,900 0.00

計 － 4,900 － 4,900 0.00

　

　

　

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。　

(1) 新任役員

役名

及び

職名

氏名 生年月日 略歴　 任期

所有

株式数

（千株）

就任

年月日

取締役 住田　昌弘 昭和27年

１月19日生

　

　

　

　

昭和54年４月　弁護士登録　
(注)１

　

　

　

　

－

　

　

　

　

平成24年

５月11日

　

　

　

　 　 平成５年11月　センチュリー法律事務所パートナー（現任）　

　 　 平成14年９月　株式会社整理回収機構常務執行役員　

　 　
平成22年９月

　

ジャパン・インダストリアル・ソリューションズ株式

会社代表取締役会長（現任）　

　 　  平成24年５月　当社取締役（現任）　    

監査役 岡　昭一 昭和29年

８月９日生

　

　

　

　

　

昭和57年５月　カリフォルニア州公認会計士　

(注)２

　

　

　

　

－

　

　

　

　

平成24年

５月11日

　

　

　

　

　 　
平成14年８月

　

ＰｗＣアドバイザリー（現プライスウォーターハウス

クーパース）株式会社代表取締役社長　

　 　 平成20年３月　あらた監査法人執行役代表社員　

　 　
平成22年９月

　

ジャパン・インダストリアル・ソリューションズ株式

会社代表取締役社長（現任）　

　 　  平成24年５月　当社監査役（現任）　    

（注）１．平成24年５月11日から平成26年４月開催予定の定時株主総会終結の時までであります。

２．平成24年５月11日から平成28年４月開催予定の定時株主総会終結の時までであります。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年８月１日から平成

24年10月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年２月１日から平成24年10月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年１月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年10月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 25,464 13,710

受取手形及び売掛金 36,181 34,622

有価証券 － 34,000

商品及び製品 15,530 14,452

仕掛品 14,527 13,284

原材料及び貯蔵品 47,095 75,518

その他 12,223 9,131

貸倒引当金 △116 △136

流動資産合計 150,906 194,582

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 98,568 95,688

機械装置及び運搬具（純額） 50,619 48,767

土地 20,178 20,183

建設仮勘定 21,769 14,611

その他（純額） 967 812

有形固定資産合計 192,104 180,064

無形固定資産

のれん 16,868 15,626

その他 3,480 2,795

無形固定資産合計 20,348 18,421

投資その他の資産

投資有価証券 897 117

長期前渡金 62,051 59,136

繰延税金資産 4,893 4,785

その他 5,572 5,354

貸倒引当金 △353 △353

投資その他の資産合計 73,060 69,040

固定資産合計 285,513 267,526

資産合計 436,420 462,109
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年１月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年10月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 26,661 24,484

短期借入金 ※2
 95,693

※2
 124,102

リース債務 9,545 9,054

未払法人税等 484 166

引当金 2,452 3,897

その他 19,684 19,351

流動負債合計 154,521 181,057

固定負債

長期借入金 ※2
 118,298

※2
 77,961

リース債務 11,485 4,685

退職給付引当金 18,844 18,362

その他 6,498 5,965

固定負債合計 155,126 106,975

負債合計 309,647 288,032

純資産の部

株主資本

資本金 114,107 136,607

資本剰余金 89,291 15,676

利益剰余金 △82,692 13,583

自己株式 △8 △8

株主資本合計 120,697 165,858

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 149 0

繰延ヘッジ損益 10 126

土地再評価差額金 2,671 2,671

為替換算調整勘定 △14,121 △13,548

その他の包括利益累計額合計 △11,290 △10,749

少数株主持分 17,366 18,967

純資産合計 126,773 174,076

負債純資産合計 436,420 462,109
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年２月１日
　至　平成23年10月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年２月１日
　至　平成24年10月31日)

売上高 197,246 160,245

売上原価 169,666 132,431

売上総利益 27,579 27,813

販売費及び一般管理費 21,170 18,183

営業利益 6,409 9,629

営業外収益

受取利息 44 19

受取配当金 41 41

為替差益 59 300

固定資産売却益 454 44

助成金収入 43 735

その他 232 252

営業外収益合計 875 1,393

営業外費用

支払利息 2,881 2,451

減価償却費 ※1
 2,428

※1
 326

その他 742 606

営業外費用合計 6,052 3,383

経常利益 1,232 7,639

特別利益

受取補償金 － 1,057

退職給付信託設定益 － 319

特別利益合計 － 1,377

特別損失

事業構造改善費用 － ※2
 7,263

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 560 －

災害による損失 ※3
 1,269 －

特別損失合計 1,830 7,263

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△597 1,754

法人税等 1,029 521

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△1,627 1,232

少数株主利益 483 1,071

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,110 160
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年２月１日
　至　平成23年10月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年２月１日
　至　平成24年10月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△1,627 1,232

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △595 △149

繰延ヘッジ損益 △199 116

為替換算調整勘定 △4,268 1,104

その他の包括利益合計 △5,063 1,071

四半期包括利益 △6,691 2,303

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △5,388 701

少数株主に係る四半期包括利益 △1,302 1,601
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【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年２月１日
至　平成24年10月31日）

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

当社及び国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間から、法人税法の改正（経済社会の構造の変化に対応した税制

の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律（平成23年法律第114号）及び法人税施行令の一部を改正する政

令（平成23年政令第379号））に伴い、平成24年４月１日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に

基づく減価償却方法に変更しております。これによる損益への影響は軽微であります。

　

（有形固定資産の減価償却方法の変更）　

連結子会社であるFORMOSA SUMCO TECHNOLOGY CORPORATIONの機械装置の減価償却方法は、従来、定率法によっており

ましたが、第１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。

当社グループは、平成24年２月の当社取締役会にて決議された「事業再生計画」に基づき、半導体用シリコンウェー

ハ事業の生産拠点の再編に着手していることに加え、同社における増産投資が当連結会計年度中に順次稼働を開始する

ことを契機として、同社が製造する製品の将来需要予測を踏まえ検討した結果、今後はより長期的かつ安定的な設備の

活用が見込まれることから、第１四半期連結会計期間より同社の減価償却方法を定額法に見直し、将来にわたり変更し

ております。

この結果、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期

純利益はそれぞれ1,332百万円増加しております。

　

（有形固定資産の耐用年数の変更）　

連結子会社であるFORMOSA SUMCO TECHNOLOGY CORPORATIONの機械装置は、従来、耐用年数を８年として減価償却を

行ってきましたが、第１四半期連結会計期間において「事業再生計画」の各種施策の遂行に伴う生産拠点の再編を契機

として、耐用年数を12年に見直し、将来にわたり変更しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期

純利益はそれぞれ986百万円増加しております。

　

　

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年２月１日
至　平成24年10月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

１．偶発債務

　
　

前連結会計年度
（平成24年１月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成24年10月31日）

　商社の未回収債権に対する保証 　－百万円 　1,973百万円

　従業員の金融機関からの借入に対する債務保証 　1,030 　873

　合　計 　1,030 　2,846

　

※２．当社及び連結子会社であるFORMOSA SUMCO TECHNOLOGY CORPORATIONは金融機関とシンジケートローンを締結し

ておりますが、当該契約には一定の財務制限条項が付されております。

なお、シンジケートローン契約による借入金額は以下のとおりであります。

　
　

前連結会計年度
（平成24年１月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成24年10月31日）

長期借入金　 　　　34,439百万円 　　　34,119百万円

（内、１年内返済予定額） 　　(887) 　　　(30,915)

　

３．当社は運転資金の柔軟な調達を行うため、金融機関とコミットメントライン契約を締結しておりますが、当該契

約には一定の財務制限条項が付されております。

なお、コミットメントライン契約による借入未実行残高は以下のとおりであります。

　
　

前連結会計年度
（平成24年１月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成24年10月31日）

コミットメントライン契約の総額　 　　　30,000百万円 　　　30,000百万円

借入実行残高 　　　－ 　　　－

差引額 　　　30,000 　　　30,000

　

　

（四半期連結損益計算書関係）

※１．300mmウェーハ製造設備を中心に、稼働可能状態にあるものの稼働には至っていない機械装置について、償却をし

たものであります。

　

※２．「事業再生計画」の実行に伴い発生した費用であり、その内容は退職に係る特別加算金等であります。

　

※３．平成23年３月11日に発生した「東北地方太平洋沖地震」に伴う損失であります。その内容は、たな卸資産廃棄損

736百万円、操業停止期間中の固定費364百万円、原状回復費用等169百万円であります。　

　

　 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。　

　

　前第３四半期連結累計期間

（自　平成23年２月１日

　　至　平成23年10月31日）

　当第３四半期連結累計期間

（自　平成24年２月１日

　　至　平成24年10月31日）

減価償却費 38,852百万円 23,996百万円

のれんの償却額 　2,038 　1,241
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年２月１日　至　平成23年10月31日）

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年２月１日　至　平成24年10月31日）

１．株主資本の金額の著しい変動

(1) 当社は、平成24年４月26日開催の定時株主総会における決議に基づき、平成24年４月27日をもって下記のと

おり資本準備金の額の減少及び剰余金の処分を行いました。

① 資本準備金の額の減少及びその他資本剰余金の額の増加

会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金の額を減少させ、その他資本剰余金に振り替えております。

資本準備金の減少額 86,046,254,601円

その他資本剰余金の増加額 86,046,254,601円

 ② 剰余金の処分

会社法第452条の規定に基づき、その他資本剰余金を減少させ、繰越利益剰余金に振り替えております。

その他資本剰余金の減少額 89,292,248,419円

繰越利益剰余金の増加額 89,292,248,419円

　

(2) 当社は、平成24年５月11日にＡ種種類株式の発行に伴う資金が払い込まれたことに伴い、下記のとおり振り

替えております。

① 増加した資本金及び資本準備金の額

資本金の増加額 22,500,000,000円

資本準備金の増加額 22,500,000,000円

② 減少した資本準備金の額及び増加したその他資本剰余金の額

資本準備金の減少額 12,000,000,000円

その他資本剰余金の増加額 12,000,000,000円

③ 減少したその他資本剰余金の額及び増加した繰越利益剰余金の額

その他資本剰余金の減少額 6,823,462,866円

繰越利益剰余金の増加額 6,823,462,866円

　

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年２月１日　至　平成23年10月31日）

当社グループの事業は「高純度シリコン」のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年２月１日　至　平成24年10月31日）

当社グループの事業は「高純度シリコン」のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年10月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年２月１日
至　平成24年10月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △8円19銭 △2円23銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（百万円）
△2,110 160

普通株主に帰属しない金額（百万円） － 735

（うち優先配当額（百万円）） － (735)

普通株式に係る四半期純損失金額（△）

（百万円）
△2,110 △574

普通株式の期中平均株式数（株） 257,747,008 257,746,813

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

──────

Ａ種種類株式 450株

なお、概要は、「第３ 提出会社

の状況、１ 株式等の状況、(１)

株式の総数等」に記載のとお

りであります。　

（注）前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりま

せん。　
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（重要な後発事象）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年２月１日
至　平成24年10月31日）

（連結子会社の吸収合併について）

当社は、平成24年９月７日開催の取締役会において、平成24年11月１日を効力発生日として、当社の連結子会社であ

るジャパンスーパークォーツ株式会社を吸収合併することを決議し、平成24年11月１日にこれを実行いたしました。

（１）合併の目的

ジャパンスーパークォーツ株式会社は、当社が100％出資する連結子会社であり、半導体用シリコンウェーハ

の製造に欠かせない高純度石英ルツボの製造・販売を行っております。この度、ジャパンスーパークォーツ株

式会社を吸収合併し、経営資源の集約と組織運営の効率化を図るとともに、当社結晶成長技術とのシナジー効

果を発揮することで、高純度石英ルツボの開発を強化し、高度化する技術要求への対応力向上を図るものであ

ります。

（２）合併の要旨

①合併日

平成24年11月１日

（注）本合併は、会社法第796条第３項の規定に基づく簡易合併及び会社法第784条第１項の規定に基づく略式合

併であるため、当社及びジャパンスーパークォーツ株式会社において株主総会による承認を経ずに行うも

のであります。

② 合併方式

当社を存続会社とする吸収合併方式で、ジャパンスーパークォーツ株式会社は本合併により解散いたしま

した。

③ 合併に係る割当ての内容

ジャパンスーパークォーツ株式会社は、当社の100％子会社であるため、本合併による株式の割当て及び金

銭その他の財産の交付は行いません。

④ 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債の取扱い

ジャパンスーパークォーツ株式会社は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。

（３）被合併法人（ジャパンスーパークォーツ株式会社）の概要

代表者の氏名　　　取締役社長　佐々木　丈夫

本店の所在地　　　秋田県秋田市茨島五丁目14番３号

資本金の額　　　　300百万円

事業の内容　　　　高純度石英ルツボの製造・販売

（４）合併後の状況

本合併に際して、当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更はありません。

（５）会計処理の概要

本合併は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）に基づ

き、共通支配下の取引として処理いたします。

なお、これによる連結業績への影響は軽微であります。　

　

　

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書 　

　

　 平成24年12月12日

株式会社ＳＵＭＣＯ 　

　取締役会　御中 　 　

　

　 有限責任監査法人トーマツ 　

　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 平野　満　　　印

　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 山本　哲生　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＳＵＭＣ

Ｏの平成24年２月１日から平成25年１月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年８月１日から平

成24年10月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年２月１日から平成24年10月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＳＵＭＣＯ及び連結子会社の平成24年10月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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